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はじめに

多様な働き方の選択肢を拡大する多様就業型ワークシェアリングの推進が，現在の日本にと
って，大きな課題のひとつとなっている。そのさいに，短時間正社員が重要なポイントとなっ
ている。時間の短い働き方が多様就業に必要なことはいうまでもないが，単なるパートタイマ
ーであれば，現に就業機会は多くある。問題は，あるレベル以上の技能やスキルを必要として，
それが短時間で可能であるかどうかにかかっている。
最新の調査である「多様就業型ワークシェアリング制度導入意識調査・制度導入状況実態調
査報告書」（生産性本部調査と略）によると，「現時点」で短時間正社員を希望する者は 37.3%，
女性で 52.4%，30 歳台女性で 62.4%である（注 1）。子育て期の女性に多いが，30 歳台男性でも
21.7%と 2割以上が希望している。企業の制度導入状況をみると，正社員の所定労働時間を一
時的に短くする短時間正社員制度は 28.0%，一時的でない短時間正社員制度は 6.5%である。
本稿で後に詳しく検討する「ジョブシェアリング」（ある仕事を他の誰かと 2 人で労働時間を
分担しつつ行い，評価・処遇も 2人セットで受ける働き方）は 1.2%，検討中 2.6%を加えても
5%にも満たない。潜在的に希望は多くとも，企業そして職場で短時間正社員を普及させるの
に多くの困難を抱えていることが予想される。
本稿では，2つの調査の個票を用いて，短時間正社員制度とくにジョブシェアリングがどの
ような職種に可能で，どのような職種で難しいかを分析する。

1 企業はどのような職種でジョブシェアリングが可能と考えているか

厚生労働省が 2000 年に三井情報開発㈱総合研究所に委託して行った調査（以下，WS調査
と略）を用いる。この調査は全上場・店頭公開企業に行った企業調査（有効回答 867 社）と勤
労者調査からなる。短時間勤務制度のメリット・デメリットを企業と労働者に対して尋ねてい
る。企業はメリットとして「有能な人材の確保や退職・流出の防止につながる」（46.8%），
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１） 2003 年に行われた調査で，個人調査 2166 件（正社員が 3 分の 2），企業調査（従業員数 33 名以上）646
件からなる。「現時点」で短時間正社員を希望する者の数値で，本稿で扱う 2001 年の財団調査は「現時点」
と「将来」の利用希望をわけている。また 37.3%は，「希望する」18.0%と「どちらかといえば希望する」
19.3%をあわせた数値である。生産性本部調査の結果については，2004 年 6 月 18 日のプレス発表資料によ
る。



「会社のイメージアップにつながる」（22.4%）と考えている。デメリットとしては「責任所在
が曖昧になる」（36.9%），「生産性が低下する」（33.9%），「人件費が上昇する」（32.5%），「従
業員の帰属意識が低下する」（28.4%）をあげている。また導入の難しさでは，「必要性の薄さ」
「短時間であることによる業務遂行上の不都合」「働く側のメリットとのアンバランス」「制度
構築・管理の煩雑さへの懸念」「評価・処遇の仕方の難しさ」等を挙げている。もっとも情報
価値があると思われる，現在導入している企業（サンプル数： 42）の回答では，「従業員の士
気が向上する」「人件費が低下する」をメリットとしてあげている。デメリットとしては「生
産性が低下する」（45.2%）を最も多くあげており，次いで「従業員の帰属意識が低下する」
をあげている。
一方，労働者はメリットとして「余暇活動のための時間が増える」（46.6%），「育児と仕事
が両立できる」（37.4%），「能力開発など自己啓発の時間がふえる」（36.2%），「介護と仕事が
両立できる」（18.5%）をあげている。デメリットには「賃金や退職金の取り扱い」（72.7%），
「強制的に適用されることを危惧」（27.7%），「昇進や昇格の取り扱い」（19.3%）をあげてい
る。
この節では，企業調査を用いて，どのような職種に短時間勤務やジョブシェアリングが広が
る可能性があり，どのような職種で難しそうかを考えてみよう。

1-1 短時間勤務制度（短時間正社員制度）導入企業
まずWS調査における短時間正社員制度（注 2）の導入・検討状況を簡単にみておこう。現在，

導入している企業は 4.8%（42 社）で，検討中（1.3%）を含めても 1割にほど遠いが，今後検
討したい（35.4%）を加えると半数近くになる。5000 人以上の大企業で導入企業，検討中を加
えると 2割を超える。短時間勤務の具体的形態としては，導入企業では「1日の労働時間短縮」
が 85.7%と大半を占め，「勤務日の減少」は 33.3%と 3 分の 1 の企業になる。「長期休暇制度
の導入」は 19.5%と約 2 割である。「今後検討したい」企業では，逆に「勤務日の減少」が
56.4%と「1日の労働時間短縮」51.6%を上回る。

1-2 どのような職種に向いているか
WS調査では，短時間正社員制度がどのような職種に向いた制度かを企業に尋ねている。事
務職（34.0%）がもっとも多く，ついで専門・技術・研究職（23.2%），生産・現業職（21.8%）
となる。上記の職種の回答以外に，対象者を限定しないという回答が 20.1%もある。ゆえに，
それぞれの職種についての数値は，この 2割を加えたものが当該職種で可能だとする回答企業
の割合となる。一方，どの職種にも向いていないとするのは 10.3%なので，9割は何らかの職
種で可能だとしている。
販売営業職が 9.9%と予想に反して少ない。とくに販売職は実際のパートタイム勤務では，

圧倒的に多い。業種の影響が大きいかどうか調べてみよう。調査対象の業種をみると製造業が
51.1%と半数以上をしめる。つぎに多いのが卸小売業，飲食店の 19.1%である。販売営業職を
あげる割合が，この 2 業種によって異なるかどうかみてみよう。製造業で 4.9%（対象者を限
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２） WS調査では，短時間正社員という用語を用いておらず，「正社員について，短時間勤務を積極的に認め
ていくことによって，勤務の仕方を多様化し，女性や高齢者をはじめとしてより多くの人が働きやすい環境
を整備する」勤務制度としている。



定しないは 24.2%），卸小売業，飲食店 17.4%（対象者を限定しないは 18.0%）である。販売営
業職だけとると製造業での可能性がかなり低いが，対象者を限定しない企業を加えると，それ
ほどの差はない。ちなみにどの職種にも向いていないとする割合は製造業で 10.7%，卸小売業，
飲食店で 8.7%である。
管理職が短時間勤務にむいているとした企業（正確には対象者を限定しない企業を除く）は，
3.5%（30 企業）と少ないが，どのような企業であろうか。30 企業のうち 11 企業（36.7%）を
卸小売業，飲食店が占める。卸小売業，飲食店全体の 6.8%をしめる。製造業は 9企業で全体
の 2.1%にすぎない。シフト勤務が多い小売，飲食店の影響とも考えられるが，対象者を限定
しないを加えると（管理職も含まれていると考えると）製造業が多くなるので，解釈には慎重
でなければならない。

1-3 ジョブシェアリング
WS調査では，ジョブシェアリング（注 3）の可能性について尋ね，またどのような職種に向
いた制度かを企業に尋ねている。
可能性については，「ほとんど導入できる可能性はない」（61.2%）がもっとも多いが，「職
種によっては導入できる可能性がある」企業が 34.5%と 3 社に 1 社存在する。さすがに「全
社的に導入できる可能性がある」という企業は 0.6%であるが，職種によっては可能だという
点がポイントであろう。産業別にみると，金融保険業や不動産業で 4割以上の企業が職種によ
って可能だとする。一方，電気・ガス・熱供給・水道業が 2割以下で少ない。
つぎにジョブシェアリングがどのような職種に向いた制度かをみると，特定職種をあげた企
業では，生産・現業職が 24.3% ともっとも多く，事務職（21.5%），専門・技術・研究職
（17.9%）とつづく。職種を限定しないという回答が 5.5%と少ない。一方，どの職種にも向い
ていないとするのは 35.3%と約 3 分の 1 で，短時間正社員のときよりは多くなる。逆にいえ
ば 3分の 2の企業は何らかの職種で可能のようにもみえるが，前述したように 6割が「ほとん
ど導入できる可能性はない」としているので，3分の 1の「職種によっては導入できる可能性
がある」企業を中心として考えたほうがよい。
ここでも販売営業職が 9.7%と少ない。業種の影響が大きいどうか製造業と卸小売業，飲食

店で比べてみると，前者で 6.3%（職種を限定しないは 5.8%），後者が 19.9%（職種を限定しな
いは 7.5%）である。前者がかなり少なく，職種を限定しない企業を加えても，後者でジョブ
シェアリングの可能性が高いことがわかる。
管理職が短時間勤務にむいているとした企業（正確には職種を限定しない企業を除く）は，
2.1%（18 企業）とひじょうに少ないが，どのような企業であろうか。8企業が製造業，7企業
が卸小売業，飲食店である。中規模企業（300-999 人）にやや多い（2.7%）。

1-4 小括
短時間正社員やジョブシェアリングは，実際に導入している企業は少ないが，意向などをみ
ると全く可能性がないわけではなく，職種によっては可能であるとする。WS調査の職種が粗
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３） ジョブシェアリングという用語はWS調査では用いておらず，設問は，「フルタイム労働者 1人分の職務
を特定の 2人で労働時間を分担しつつ行い，分担した時間について各自責任を負うのではなく，職務の成果
について共同で責任を負い，評価・処遇についても 2人セットで受ける制度」としている。



くなっているので，詳しくみることはできないが，事務職，生産・現業職，専門・技術・研究
職で少なくとも 2割，多くみると 4割ぐらいの企業が可能だとしている。一方，管理職が可能
だとする企業はひじょうに少ない。

2 正社員の仕事の分割可能性について

前節で行った調査は企業調査の回答であった。企業回答でジョブシェアリングの可能性をた
ずねると，どうしても職場をやや離れた感覚で回答する恐れがある。職場における制度や慣行
の実行可能性は，働く従業員に尋ねたほうが，正確である可能性が大きい。生産性本部調査に
も個人調査があるが，短時間勤務やジョブシェアリングについては，賛否を尋ねているだけで
ある。
そこで 2001 年の 21 世紀職業財団の調査（以下，財団調査と略）を用いて，正社員の仕事の
分割可能性を探る（注 4）。財団調査では，正社員に対して，現在の仕事を複数の短時間正社員
（注 5）が分担できるかどうかを尋ねている。
この短時間正社員については，将来の利用も含めて約半数が利用を希望している。そして現
在の仕事を複数の短時間正社員が分担できるかどうかについては，「工夫すればできる」も含
めて，約 3分の 2ができるとしている。短時間正社員を希望しない者の半数も，分担はできる
と思っている（表 2-1）。

2-1 どのような職種でジョブシェアリングがやりやすいか
職種別にみて，どういった仕事であれば，やりやすくて，どの仕事が難しいのであろうか

（表 2-2）。「不可能」が多いのは，その他の職種と運搬・労務で，3分の 1以上が回答している。
事務が少ない。「今のままでも可能」とするのは，運搬・労務とサービスに多い。専門・技術
がもっとも少ない。運搬・労務は，ほとんどが男性の職場だが，できるものとできないものに
分かれる。専門技術は，「不可能」もやや多いが，相対的に「工夫すれば可能」（54.2%）が多
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利用希望／将来利用 
利用したくない 
わからない 
計 

今のままで可能 
10.9 
2.8 
3.8 
17.6

工夫すれば可能 
33.8 
6.4 
9.0 
49.2

不可能／わからない 
11.5 
8.8 
13.0 
33.3

計    
50.2 
18.1 
25.8 
100.0

表2-1　短時間正社員の希望とジョブシェアの可能性 

４） 「多様な就業形態のあり方に関する調査」。この調査は、常用労働者 5 名以上の事業所調査（有効回答
1435 件）と、各事業所の正社員およびパートタイマー労働者のそれぞれ 2 名を限度として配布した労働者
調査からなる（有効回答は正社員 2514 件、パートタイマー 1523 件）。ここでは主に労働者調査を用いる。

５） 財団調査における「短時間正社員」の定義は、「働く時間は短いけれども、フルタイム正社員と同様の役
割・責任を期待され、処遇についても同様の賃金の決め方を適用される」労働者としている。なお実際に短
時間正社員制度をいれている企業は少ないが、その概念にもっとも近い育児短時間勤務の実態についての調
査をまとめたものとして松原（2004）、もとになった調査結果である東京都（2003）がある。



い。この 2つの職種について詳しくみよう。

運搬・労務は労働時間が長いことが予想される。この調査では実労働時間を尋ねていないが，
所定労働時間を尋ねている。全体で週 40 時間以下が 85.2% なのに対し，運搬・労務では
68.9%と約 3分の 1 以上が週 40 時間を超える（職種計の所定労働時間の平均が 38.6 時間なの
に対し，運輸・労務の平均は 44.2 時間）。そこで，運搬・労務を週所定労働時間でわけてみて
みる。表 2-3 より，所定労働時間の長さが関係していることがわかる。週 40 時間を超えると
4 割以上が不可能と考え，週 40 時間以下では 3 割近くが今のままで可能と考える。労働時間
が短ければ，分担できる可能性が大きい。ただ週 40 時間以下であっても，不可能とするもの
が約 3分の 1もいる。産業による違いがあるのであろうか。運搬・労務の約 8割が運輸・通信
業の企業で働くが，中分類の 2 つの業種でみてみよう（表 2-4）。道路旅客運送業では，なん
と半数以上が「今のままでも可能」としている。この回答者が働く職場は，シフト制がしかれ
ている職場がほとんどだと考えられ，短時間のシフトも可能と考える者が多いのであろう。そ
れに対して，道路貨物運送業では，約 4 割が「不可能」と考え，「今のままで可能」とするの
は 2割をきる。同じ運輸・通信業で働く運搬・労務であっても，大きな違いがあるようだ。

2-2 分担を可能，不可能と考える理由
では分担が不可能と考える理由は何であろうか。アンケートでは，3つの選択肢（その他を
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事務 
専門・技術 
販売・営業 
サービス 
技能工・生産工 
運搬・労務 
その他 
計 

今のままで可能 
18.2 
10.7 
11.6 
21.5 
16.5 
24.8 
12.9 
17.4

不可能 
17.4 
27.3 
26.1 
26.7 
22.7 
36.6 
38.8 
21.0

わからない 
12.3 
7.8 
13.8 
13.3 
17.5 
12.9 
9.4 
12.2

表2-2　職種別ジョブシェアの可能性 

 
40時間以下 
40時間超 

今のままで可能 
27.1 
19.3 
 

工夫すれば可能 
27.1 
22.6 
 

不可能 
34.3 
41.9

わからない 
11.4 
16.1

Ｎ 
70 
31

表2-3　運搬・労務における所定労働時間とジョブシエアの可能性 

 
道路旅客運送業 
道路貨物運送業 

今のままで可能 
52.2 
18.8

工夫すれば可能 
13.0 
22.9

不可能 
30.4 
39.6

わからない 
4.4 
18.8

Ｎ 
23 
48

表2-4　運輸業の運搬・労務におけるジョブシェアの可能性 



いれれば 4 つ），すなわち「連絡等の業務が多くなりすぎるから（連絡過多）」「内容的に不可
分な仕事だから（不可分）」「特定の時間帯に常に対応できることが必要だから（常時対応）」
から重複回答させている。
不可能の回答者のうち，その理由を表 2-5 でみると，まず全体にくらべてこの 3つの理由を

あげているものが相対的に少ないことがわかる。その他の理由に回答したものも無視できるぐ
らい少ない。ゆえに，うがった見方をすれば，さしたる理由もなく不可能だと回答した者がい
たのかもしれない。ちなみに 3割近くが不可能と回答した専門・技術では，内容的に不可分だ
という理由が 85.7%と圧倒的に多い。

その専門・技術では相対的に「工夫すれば可能」（54.2%）が多かった。では，どういった
工夫をすれば可能だと考えているのであろうか。アンケートでは，3つの選択肢（その他をい
れれば 4 つ），すなわち「仕事を分担する者同士で連絡をきちんと行う（連絡緻密）」「仕事内
容を明確化し細分化する（明確化・細分化）」「特にない」から重複回答させている。「その他
の理由」や「特にない」は無視できるほど少なく，圧倒的に前者 2 つの理由に集中している。
表 2-6 をみると，専門・技術は全体の傾向とさほど変わらないが，やや「連絡緻密」が多い。
能力的な問題で分担する者がいなければ仕方ないが，あるていど分担できる者がいれば，あと
は効率的な連絡ができるかどうかにかかっている。

2-3 プロビット分析
正社員の仕事の分割可能性についてプロビット分析をおこなう。従属変数は 2 通りで，ア）

「今のままでも可能」を 1，そのほかの回答を 0としたもの，イ）「今のままでも可能」と「工
夫をすれば可能」を 1，そのほかの回答を 0としたものを用いる。独立変数は，性ダミー（男
性＝ 1，女性＝ 0），年齢，年齢の二乗，勤続年数，勤続年数の二乗，産業ダミー（大分類；製
造業基準），職種ダミー（事務職基準），事業所規模ダミー（大規模企業基準），所定労働時間，
所定労働時間の二乗，残業・休日出勤変数（1-4 ；数値が小さいほどよくある）である。最後
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産業・職種計 
運輸通信　運搬・労務 
道路貨物　運搬・労務 
専門・技術 

注）割合は理由無回答者を分母に含んだ数値。重複回答。 

連絡過多 
44.4 
37.8 
26.3 
42.9

不可分 
74.3 
64.9 
63.2 
85.7

常時対応 
37.9 
48.6 
36.8 
39.3

Ｎ 
514 
37 
19 
56

表2-5　ジョブシェアが不可能な理由 

 
職種計 
専門・技術 

連絡過多 
77.3 
82.0

明確化・細分化 
89.6 
79.3

Ｎ 
1202 
111

表2-6　ジョブシェアが可能になる工夫の内容 

注）割合は理由無回答者を分母に含んだ数値。重複回答。 



の残業・休日出勤変数の分布をみると（表 2-7），残業・休日出勤が全くないものは 1 割をき
り，よくあるものが 3割近く存在する。残業・休日出勤が多い仕事の性格ゆえに分割不可能だ
とも考えられるし，その逆に仕事の性格は分割できるものなのに他の要因で残業・休日出勤し
ているから分割可能だと考える 2つの可能性がある。どちらに出るかが興味深い。

記述統計量は表 2-8 で，推定結果は表 2-9 にある。まず第 1欄でア）のケースをみよう。
1）女性のほうが男性よりも 7%今のままでも可能だとおもっている。2）短い勤続ほど可能
だと思っているが，年齢や事業所規模は関係ない。3）産業では唯一，運輸通信業において可
能だとする。4）さて職種をみると，さきほどみた運輸・労務が「今のままで可能」とする割
合が事務職より 8%高い。サービス職も高いが，専門・技術職では事務職より 5%低い。4）
所定労働時間は予想どおり負の係数をとったが有意ではなかった。5）残業・休日出勤変数は
正で有意で，少ない労働者ほど，今のままで分割可能だと考えている。
続いてイ）のケースを第 2欄でみよう。
1）女性のほうが男性よりも 14%可能だとおもっている。2）事業所規模では小さいほうが
可能だと考えており，産業は関係ない。3）職種はア）のケースと異なり，「その他」の職種の
み負で有意である。4）所定労働時間は負の係数だが有意でなく，残業・休日出勤変数も有意
でない。
これらの結果を総合すると，女性のほうが男性よりも分割可能だと考えている。残業・休日
出勤が少ない労働者ほど今のままでジョブシェアリングが可能だと考えている。所定労働時間
の長さは有意にならず，残業のほうがジョブシェアリングに関係していそうである。職種では
運搬・労務ができそうだが，同じ運搬・労務でも業種による違いがありそうだ。

短時間正社員と正社員の仕事の分割可能性についての分析（脇坂）
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よくある 
時々ある 
あまりない 
全くない 

27.4% 
37.5% 
26.5% 
8.6% 

100.0%

表2-7　残業・休日出勤の状況 

N=2494
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Variable 　 
すぐ可能 
可能 
sex 
age 
age2 
tenure 
tenure2 
kibo1 
kibo2 
kibo3 
kibo4 
kibo5 
agrimin 
manuf 
electr 
transp 
retail 
finance 
estate 
service 
clerk 
pro/tech 
sales 
service 
skilled 
carriage 
other 
shotei 
shotei2 
overt  

Obs 　 
2414 
2414 
2414 
2404 
2404 
2403 
2403 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2414 
2369 
2369 
2395

Mean 　 
.1748136 
.6677713 
.5534383 
37.58611 
1527.31 
1.89596 
194.6138 
.1992543 
.2187241 
.2402651 
.1810273 
.1607291 
.0020713 
.2344656 
.0153273 
.2112676 
.1557581 
.1147473 
.034797 
.2315659 
.6752278 
.0849213 
.0571665 
.0534383 
.0401823 
.0401823 
.0343828 
38.56944 
1555.144 
2.154489

Std. Dev. 　 
.3798863 
.4711101 
.4972392 
10.70711 
872.37 

8.713403 
286.0555 
.3995224 
.4134667 
.4273329 
.3851206 
.367357 
.0454733 
.4237521 
.1228763 
.4082924 
.362701 
.3187828 
.1833033 
.4219204 
.4683867 
.2788223 
.2322086 
.2249524 
.1964272 
.1964272 
.182248 
8.220176 
544.5561 
.9223936

Min 　 
0 
0 
0 
18 
324 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
4 
16 
1

Max 　 
1 
1 
1 
80 

6400 
43 

1849 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
96 

9216 
4

表2-8　記述統計 



3 パートタイマーの仕事意欲と短時間正社員制度

同じ財団調査を用いて，現在パートタイマーで働いている者が短時間正社員制度を利用でき
る可能性を考えてみよう。
事業所調査によると，目的別・対象者別の短時間勤務制度が企業にどの程度導入されている
のかをみつつ，短時間正社員制度の今後の可能性をたずねている。「既に正社員であって育
児・介護を行うものを対象」に実施している事業所が 27.2%と 3 割弱が導入しており，導入
が最も進んでいる（表 3-1）。また，それより調査年次が新しい「女性雇用管理基本調査」
（2002）によると，5人以上事業所で 38.5%が導入している。
しかし，他 3つの短時間正社員制度を導入している事業所は少なく，2番目に多いのは正社
員で育児･介護以外の理由の短時間勤務制度が 4.3%である。ここで問題とするパート等の非
正社員を対象としたものは 1.6%にすぎない。しかし検討中か今後検討可能性ありとした事業
所が 2割程度ある。
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sex 
age 
age2 
tenure 
tenure2 
kibo2 
kibo3 
kibo4 
kibo5 
agrimin 
electr 
transp 
retail 
finance 
estate 
service 
専門・技術 
販売・営業 
サービス 
技能工・生産工 
運搬・労務 
その他 
所定労働時間 
所定二乗 
残業休日出勤 
サンプル数 
Log likelihood 
Pr>chi2 
Pseudo R2

 
今のままで可能  

限界効果 
-0.0666079 
-0.0047249 
0.0000786 
-0.0051023 
0.0000852 
-0.0017694 
0.0109615 
-0.0234117 
-0.0419377 

 
-0.013908 
0.0502504 
0.0029794 
-0.0335848 
-0.0268672 
-0.0101184 
-0.0544837 
-0.0328875 
0.0637568 
0.0201748 
0.0818096 
-0.0418755 
-0.0022375 
0.0000235 
0.041375 
2330 

-1027.6566 
0.0000 
0.0451

 
 

有意水準 
*** 
 
 
* 
 
 
 
 
 
 
 
* 
 
 
 
 
* 
 
* 
 
* 
 
 
 

*** 
 
 
 
 

今のままで可能＋ 
工夫すれば可能　 
限界効果 

-0.1398183 
0.0074915 
-0.0000671 
-0.000097 
-0.0001405 
-0.0198004 
-0.0274455 
-0.0558703 
-0.1093706 
-0.2319862 
0.0608047 
-0.0073406 
0.0013819 
0.0319211 
0.0469143 
0.0262548 
-0.042146 
-0.0221732 
-0.0488599 
-0.0146044 
-0.0895478 
-0.1513916 
-0.0025092 
0.0000131 
0.0098308 

2335 
-1423.5149 

0.0000 
0.037

 
 

有意水準 
*** 
 
 
 
 
 
 
* 
*** 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*** 
 
 
 
 
 
 
 

表2-9　ジョブシェア可能の推計結果 



多くの企業でフルタイム正社員への転換制度は整備されてきたが，それでも 5割はこえない。
あるいは事業所調査の結果をみても，それほど多くの利用者があるわけではない。

3-1 パートタイマーの希望
財団調査では，パートタイマーに対しては，「フルタイム正社員になりたい（Ａ）」かどうか
尋ねている。また短時間正社員制度については，残業・転勤ありの制度（Ｂ）と残業・転勤な
しの制度（Ｃ）の双方について利用希望を尋ねている。またキャリアアップに対する設問もあ
り，「より責任のある仕事がしたい（Ｄ）」かどうか，「より専門的・高度な仕事がしたい（Ｅ）」
かどうかを尋ねている。選択肢は「どちらともいえない」や「わからない」を含んでいるが，
積極的な希望割合のみとりあげる。
まずキャリアアップ意識（Ｄ）（Ｅ）と処遇（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）の関係をみる（表 3-2）。表を
みてわかることは，キャリアアップ意識の高いパートはフルタイム正社員になりたいと思って
いることである。半数以上のパートがそう考えている。（Ｃ）に対する希望も少なくないが，
フルタイム正社員への希望よりは少ない。これは，おさえておくべき事実である。
しかし，責任のある仕事をしたいと思っているパートは全体の 2割，専門的・高度な仕事が
したいと思っているパートでも全体の 4分の 1にすぎない。パートタイマーの仕事に対する姿
勢が弱いかというと，そうでもない。責任のある仕事をしたくないと思っているパートは全体
の 4 割弱，専門的・高度な仕事はしたくないと考えているものは 3 分の 1 強で，「どちらとも
いえない」と迷っているパートが 4割前後も存在している。
保留にしているパートが 4割もいるということは，ある意味で当然である。パートをつづけ
て具体的に将来どのような仕事を与えられ処遇はどのていどになるのか，あるいはその可能性
がどれだけあるのかによって，責任があり高度な仕事をしたいと思うし，やりたくないとも思
うであろう。いくら良い仕事でも給与がほとんど上がらないのであれば，やりたくないであろ
う。だから保留にしているわけで，彼・彼女の処遇に対する希望がポイントである。
「どちらともいえない」とするパートのフルタイム正社員への希望は約 2割前後なのに対し，
残業・転勤なしの短時間正社員への希望は約半数もある。時間を大切にし仕事内容，処遇が上
がることへの期待であろう。ここでも 4割強が残業・転勤なしの短時間正社員への希望を「ど
ちらともいえない」としているが，もし短時間正社員の仕事内容と処遇の具体的イメージがつ
いてくれば，希望は増えるであろう。
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既に正社員であって育児・介護を行うも 
のを対象 
既に正社員であって育児・介護以外の理 
由で短時間勤務を希望するものを対象 
パート等の非正社員で短時間正社員への 
転換を希望するもの 
新卒・中東採用者を対象 

制度が既に 
ある            

27.2 
 

4.3 
 

1.6 
 

2.3 
 

検討中 
 

3.6 
 

2.9 
 

2.8
 
 

2.9

無回答 
 

5.3 
 

5.8 
 

6.6 
 

7.2

今後検討の     
可能性がある 

21.3 
 

20.0 
 

17.5 
 

17.6 
 

今後検討の     
可能性がない 

42.6 
 

67.1 
 

71.5 
 

70.0 
 

表3-1　短時間正社員制度の今後の検討の可能性（事業所） 



3-2 フリーターについて
いわゆるフリーターに対する評価は，さまざまである。自由な生き方，働き方を評価する意
見もある。労働者調査によりチャレンジ意欲と正社員などへの希望をみてみよう。ここでは，
フリーターを男性では 35 歳未満のパート，女性では 35 歳未満の未婚（配偶者のいない）パー
トとした。結果を表 3-3 でみると，男性は 20 歳台と 30 歳前半で大きく異なり，30 歳をすぎ
ると，3 分の 2 から 8 割が仕事意欲をもち，正社員へ仕事を希望している。ところが 20 歳台
では，仕事意欲をもつものは 3 割にすぎず，フルタイム正社員の希望をもつものは 23%にす
ぎない。20 歳台の男性フリーターは自分の時間に重きをおいているのであろう。残業・転勤
なしの短時間正社員には 20 歳台後半で 4割弱のものが希望している。
女性フリーターの場合は 20 歳台と 30 歳台との違いは少なく，20 歳前半をのぞけば仕事意
欲は男性より低く，20 歳台でフルタイム正社員の希望が男性より多く，残業・転勤なしの短
時間正社員には 20 歳台から 4 割以上が希望している。これは，短時間正社員が若いときの自
分の時間を大切にしながらキャリアパスを展望できる制度である可能性が大きいことを示唆す

短時間正社員と正社員の仕事の分割可能性についての分析（脇坂）
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責任のある仕事 
したい 
思わない 
どちらともいえない 
           計 

　  フルタイム正社員 
なりたい 

62.7 
9.9 
19.9 
24.7

 
なりたくない 

18.3 
73.7 
26.1 
42.6

 
どちらともいえない 

19.0 
16.4 
54.0 
32.8

　　　　　　　　　   残業転勤あり短時間正社員 
利用したい 
29.3 
11.0 
18.6 
17.9

 
したくない 
40.0 
59.1 
38.4 
46.6

 
どちらともいえない 

30.7 
29.9 
43.1 
35.5

 
計    
20.3 
38.1 
41.7 
100.0

 
計    
20.0 
37.8 
42.1 
100.0

N=1382N=1419

表3-2　パートタイマーの仕事意欲と就業形態変更希望 

 
専門的・高度な仕事 
したい 
思わない 
どちらともいえない 
           計 

　  フルタイム正社員 
なりたい 

53.5 
9.6 
20.5 
24.8

 
なりたくない 

21.9 
75.6 
24.2 
42.4

 
どちらともいえない 

24.7 
14.8 
55.4 
32.8

　　　　　　　　　   残業転勤あり短時間正社員 
利用したい 
27.7 
11.2 
17.7 
17.8

 
したくない 
42.1 
58.4 
38.3 
46.7

 
どちらともいえない 

30.3 
30.5 
44.0 
35.5

 
計    
25.3 
37.2 
37.5 
100.0

 
計    
25.2 
36.7 
38.2 
100.0

N=1370N=1419

 
責任のある仕事 
したい 
思わない 
どちらともいえない 
           計 

　　　　　　　　　残業転勤なし短時間正社員 
利用したい 
57.7 
43.6 
49.7 
49.0

 
したくない 
10.2 
18.9 
8.4 
12.7

 
どちらともいえない 

32.1 
37.6 
41.9 
38.3

 
計    
19.7 
38.2 
42.8 
100.0

N=1389

 
専門的・高度な仕事 
したい 
思わない 
どちらともいえない 
           計 

　　　　　　　　　残業転勤なし短時間正社員 
利用したい 
31.8 
41.2 
48.5 
49.1

 
したくない 
22.0 
19.8 
7.1 
12.8

 
どちらともいえない 

19.1 
39.0 
44.4 
38.1

 
計    
25.3 
37.0 
37.7 
100.0

N=1379

21世紀職業財団（2001）「多様な就業形態のあり方に関する調査」 



るものであろう。

3-3 プロビット分析
従属変数は，フルタイム正社員希望を 1，そのほかを 0としたもの（ケースⅠ）と，短時間
正社員制度のうち残業・転勤なしの制度を希望するものを 1，そのほかを 0としたもの（ケー
スⅡ）である。
独立変数は，性ダミー（男性＝ 1，女性＝ 0），年齢，年齢の二乗，勤続年数，勤続年数の二
乗，産業ダミー（大分類；製造業基準），職種ダミー（事務職基準），事業所規模ダミー（大規
模事業所基準），所定労働時間，所定労働時間の二乗，既婚ダミー（未婚＝ 0），配偶者の年収
（1-5 で数値が小さいほど低い；配偶者が無職のときは 0），同居の子供の有無（有のときは末
子の年齢），雇用契約期間の定めの有無（有＝ 1，無＝ 0），時間当たり給与（または年収），同
じ仕事に従事している正社員の状況（1-3，数値が小さいほど多い）である。
記述統計量が表 3-4，推定結果が表 3-5 にある。なお推定結果は所定労働時間と時間当たり
給与と年収が同時にはいったものが掲載されているが，時間当たり給与と年収をそれぞれ落と
した推計をしても結果は変わらず，どちらも有意ではなかった。
ケースⅠの結果をみると，1）男性に多い，2）年齢が高いほど多い，3）運輸通信業と金融
保険業で製造業にくらべ希望が少ない，4）職種では専門技術職に多いが，事務職にくらべ販
売営業職，サービス職，技能工・生産工，運輸・労務職，その他の職種で少ない，5）未婚者
ほど希望する，6）既婚パートをとると所定労働時間が短いパートほど希望する，7）有期契約
のパートほど希望（期間の定めにないパートよりも 8-10%多く希望），8）自分の賃金収入や
配偶者の年収は関係ない，9）同じ仕事に従事している正社員の状況も関係ない。
ケースⅡの結果をみると，1）サービス業で希望が多い，2）職種では，サービス職と技能
工・生産工の希望が少ない，3）既婚パートをとると労働時間が長いパートほど希望する，4）
有期契約のパートほど希望（期間の定めにないパートよりも 9-15%多く希望），5）子供のい
るパートほど希望，6）性，年齢，勤続，事業所規模は関係ない，7）自分の賃金収入や配偶者
の年収は関係ない，8）同じ仕事に従事している正社員の状況も関係ない。
フルタイム希望者と短時間正社員の希望者では，共通点と相違点があることがわかる。共通
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年  齢 
    -24 
25-29 
30-34

より責任のある仕事がしたい 
男性　　　 
23.5　　　 
30.8　　　 
66.7　　　 

より専門的・高度な仕事がしたい 
男性　　　　 
29.4　　　　 
30.8　　　　 
83.3　　　　 

 
未婚女性 

34.6 
25.4 
21.2

 
未婚女性 

38.5 
42.3 
42.3

表3-3　フリーターの年齢別仕事態度と社員希望 

フリーターの仕事態度（％） 

 
年  齢 
    -24 
25-29 
30-34

フルタイム正社員になりたい 
男性　　　 
23.5　　　 
23.1　　　 
83.3　　　 

残業・転勤あり 
男性　　 
11.8　　 
23.1　　 
66.7　　 

 
未婚女性 

49.1 
34.7 
32.7

 
未婚女性 

13.7 
15.5 
12.5

残業・転勤あり 
男性　　 
6.3　　 
38.5　　 
66.7　　 

 
未婚女性 

44.2 
43.7 
53.9

フリーターの正社員希望（％） 
短時間正社員希望 



点は，1）有期契約のパートほど希望，2）事務職にくらべサービス職と技能工・生産工で希望
しない，3）勤続年数や同じ仕事に従事している正社員の状況は関係ない，などである。相違
点は，1）既婚パートをとると，フルタイム正社員は労働時間が短いパートほど希望するのに
対し，短時間正社員は労働時間が長いパートほど希望する，2）フルタイム正社員は年齢が高
いほど希望するが，短時間正社員は年齢は関係ない，3）フルタイム正社員は男性のほうが希
望するが，短時間正社員は性に関係ない，4）短時間正社員は子供のいるパートほど希望する
が，フルタイム正社員希望に子供の有無は関係ない，などである。
興味深い結果が多くあらわれているが，相違点の 1）は重要な発見であろう。所定労働時間
の短いパートほどフルタイム正社員を希望するのは，お金や雇用の安定性のためでない。収入
や期間の定めの有無でコントロールされた推計だからである。やはりもう少し長い時間働かな
いと技能が向上しない，仕事が面白くならない，という背景があるためであろう。逆に，短時
間正社員は労働時間が長いパートほど希望しているということは，これだけ長く働いているの
だから，処遇を少しでも正社員に近づけてほしいという希望のあらわれであろう。
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Variable 　 
フル希望 
短社員 
sex 
age 
age2 
tenure 
tenure2 
manuf 
electr 
transp 
retail 
finance 
estate 
service 
job1 
job2 
job3 
job4 
job5 
job6 
job7 
kibo 
shotei 
shotei2 
kekkon 
Yspous 
child 
bassi 
sadame 
wage 
Yyear 
Q3_1

Obs 　 
1346 
1346 
1346 
1333 
1333 
1338 
1338 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1346 
1315 
1315 
1337 
946 
1216 
809 
1323 
1313 
1094 
1326

Mean 　 
0.2451709 
0.4791976 
0.1166419 
42.37959 
1925.863 
4.656203 
45.98505 
0.2258544 
0.0074294 
0.1768202 
0.167162 
0.1329866 
0.0304606 
0.2592868 
0.4881129 
0.0705795 
0.0423477 
0.1017831 
0.0950966 
0.0445765 
0.1500743 
2.761516 
29.30646 
948.6981 
0.7329843 
2.155391 
0.6521382 
14.37454 
0.6145125 
1029.526 
151.3693 
1.949472

Std. Dev. 　 
0.4303484 
0.4997528 
0.3211124 
11.39872 
992.7343 
4.931836 
90.58715 
0.4182991 
0.0859052 
0.3816583 
0.3732591 
0.3396865 
0.1719149 
0.4384061 
0.5000445 
0.2562163 
0.201456 
0.3024752 
0.2934573 
0.2064488 
0.357277 
1.328119 
9.481436 
579.6689 
0.4425662 
1.268319 
0.4764879 
8.154413 
0.4868943 
3870.57562 
186.3122 
0.7884136

Min 　 
0 
0 
0 
19 
361 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
1 
4 
16 
0 
0 
0 
0 
0 
1 
0 
1

Max 　 
1 
1 
1 
72 

5184 
32 

1024 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
1 
5 
85 

7225 
1 
5 
1 
40 
1 

40000 
3306 
3

表3-4　記述統計 



4 さいごに

本稿の分析により，少なくともいくつかの職種では，ジョブシェアリング，つまり仕事を分
担して，労働時間短縮をはかることが，まったくの絵空事でないことがわかった。正社員が
日々の仕事から感じていることである。一方，非正社員の代表であるパートタイマーも，フル
タイム正社員を希望する者が一定程度いることは明らかだが（その仕事意欲も強いが），それ
とは異なる一定のグループにおいて，いまの労働時間のままで「短時間正社員」を希望するも
のが多いこともわかった。後者が現実味をもつためには，正社員の仕事の分割，これがカギに
なるであろう。

＊本稿のもとになった二つの調査の再分析について，ワークシェアリング研究会座長の今野
浩一郎教授，21 世紀職業財団の許可をいただき感謝したい。
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sex 
age 
age2 
tenure 
tenure2 
electr 
transp 
retail 
financ 
estate 
service 
専門・技術 
販売・営業 
サービス 
技能工・生産工 
運搬・労務 
その他 
企業規模 
所定労働時間 
所定二乗 
結婚の有無 
配偶者収入 
子供の有無 
末子年齢 
期間の定め 
時間給 
年収 
同じ正社員 
サンプル数 
Loglikelihood 
Pr>chi2 
PseudoR2

　　　　　　　　　　　　　フルタイム希望 
全パート 
dF/dx 

0.1254251 
0.0298164 
-0.0003934 
0.0043911 
-0.0004119 

 
-0.0787372 
-0.0566562 
-0.0970242 
-0.1122105 
-0.0727036 
0.1508741 
-0.1310644 
-0.1008132 
-0.1198719 
-0.1169779 
-0.0771022 
-0.0024686 
-0.0013036 
0.0001197 
-0.0895672 

 
0.0022625 

 
0.0834686 
-0.0000319 
-0.0000155 
0.0042144 

925 
-465.38778 

0.0000 
0.087

 
 

有意 
* 
** 
*** 
 
 
 
* 
 
** 
 
* 
** 
** 
** 
** 
* 
* 
 
 
 
** 
 
 
 

*** 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

有意 
 
** 
** 
 
 
 
** 
 
* 
 
 
 
 
** 
** 
*** 
** 
 
** 
*** 
 
 
 
 

*** 
 
 
 
 
 
 
 

 
既婚パート 
dF/dx 

0.1053936 
0.0371331 
-0.0004619 
0.0018323 
-0.0004456 

 
-0.1115271 
-0.0690889 
-0.078619 
-0.1007226 
-0.0339755 
0.0635738 
-0.0891123 
-0.1300492 
-.109037. 
-0.1813201 
-0.0983513 
0.0108825 
-0.0162814 
0.0004196 

 
-0.0214512 
0.0080999 

 
0.0874033 
-0.0000318 
0.0001503 
.0095256. 

731 
-337.3074 
0.0000 
0.119

 
 

有意 
 
* 
** 
 
 
 
** 
 
* 
 
 
 
* 
** 
** 
** 
** 
 
* 
** 
 
 
 
 

*** 
 
 
 
 
 
 
 

 
既婚子供ありパート 

dF/dx 
0.1339579 
0.04596 

-0.0006443 
0.0055257 
-0.0008453 

 
-.111609. 
-0.0416051 
-0.0953074 
-0.1306634 
-0.0268058 
0.0896126 
-0.1355937 
-0.1303519 
-0.1351734 
-0.1774916 
-0.1244131 
-0.0044652 
-0.0175225 
0.0004248 

 
-0.0254081 

 
0.006741 
0.1061444 
-0.0000359 
0.0001938 
0.0027627 

531 
-252.96731 

0.0000 
0.1235

　　　　　　　　　　　残業・転勤なし短時間正社員希望 
全パート 
dF/dx 

-0.0737837 
0.013658 
-0.0001727 
-0.0008748 
-0.000159 
0.1090992 
-0.0025056 
0.0756277 
0.0405587 
-0.0457813 
0.1709369 
-0.0377792 
-0.0477378 
-0.1399287 
-0.201752 
-0.1052765 
-0.0492071 
-0.0167968 
0.0048246 
-0.0000753 
0.0372078 

 
0.0931014 

 
0.0969118 
-5.98E-06 
-0.0001901 
.002535. 

933 
-605.92327 
0.00000 
0.0627

 
 

有意 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*** 
 
 
** 
*** 
 
 
 
 
 
 
 
** 
 
** 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

有意 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
** 
 
 
* 
** 
 
 
 
** 
*** 
 
 
** 
 

*** 
 
 
 
 
 
 
 

 
既婚パート 
dF/dx 

-0.0942749 
0.0011897 
-0.000015 
-0.0032558 
-0.0000594 
-0.0582325 
-0.0134742 
0.0895484 
-0.0224941 
-0.0918016 
0.1476963 
0.0077636 
-0.1389766 
-0.1512927 
-0.1866788 
-0.144466 
-0.0456029 
-0.0145614 
0.0262709 
-0.0005339 

 
0.0098179 
0.1034203 

 
0.131667 
-7.56E-06 
-0.0000794 
0.0192532 

736 
-472.08173 
0.00000 
0.0727

 
 

有意 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
* 
 
** 
* 
 
 
** 
*** 
 
 
 
 

*** 
 
 
 
 
 
 
 

 
既婚子供ありパート 

dF/dx 
-0.0266104 
0.0081923 
-0.0000721 
4.07E-06 

-0.0004324 
0.0440183 
-0.0488302 
0.0517772 
-0.0627407 
-0.1844355 
0.101166 
-0.024751 
-0.2168325 
-0.1287226 
-0.186393 
-0.2272591 
-0.0025215 
-0.0182225 
0.0303536 
-0.0005934 

 
0.0074426 

 
-0.0025868 
0.1509449 
-8.36E-06 
0.0001212 
0.0228491 

534 
-341.69442 
0.00068 
0.0645

表3-5　パートタイマーの社員希望の推定結果 

注１）***　１％水準有意 
　　　***　５％水準有意 
　　　***    10％水準有意 
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